
教育標準時間認定（１号給付）を受ける子どもについては、

現行の私立幼稚園の保育料額の全国平均額から所得に応じた幼稚園就園奨励費補助額を差し引いて設定。

教育標準時間認定を受けた子どもの

利用者負担のイメージ（月額）

※右記の金額は国が定めた上限額です
（実際にかかる費用が限度額となります）＊1

新制度における保育料は、 国が定める上限額の範囲内で、

それぞれの市町村が決めま す。

利用者負担のイメージ

所得の階層ごとに保育料が

設定されます。
 階層区分の条件などは
 自治体ごとに異なります

実費負担や上乗せ利用料が生じる場合があります。

保育料上限額階層区分

①生活保護世帯０円 ０円

９,１００円

１６,１００円

２０,５００円

２５,７００円

②市町村民税非課税世帯

③市町村民税所得割課税額
　77,100円以下

④市町村民税所得割課税額
　211,200円以下

⑤市町村民税所得割課税額
　211,201円以上

幼稚園では、年少から小学校３年までの範囲内に子どもが２人以上いる場合、

最年長の子どもを第１子、その下の子を第２子とカウントします。

第1子は全額負担となりますが、第２子は半額、第３子以降は無料となります。

保育所では、小学校就学前の範囲内に子どもが２人以上いる場合、

最年長の子どもを第１子、その下の子を第２子とカウントします。

第１子は全額負担となりますが、第２子は半額、第３子以降は無料となります。

幼稚園、認定こども園

多子世帯の保育料の軽減

新制度では、毎年９月が保育料の切り替え時期となります。　

保育所、認定こども園、
小規模保育

（３歳未満のみ）

階層区分
3歳以上

保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円

６,０００円

１６,３００円

２６,６００円

４０,９００円

②市町村民税非課税世帯

③所得割課税額
　48,600円未満

④所得割課税額
　97,000円未満

⑤所得割課税額
　169,000円未満

５７,１００円
⑥所得割課税額
　301,000円未満

７５,８００円⑦所得割課税額
　397,000円未満

６,０００円

１６,５００円

２７,０００円

４１,５００円

５８,０００円

７７,０００円

１０１,０００円 ９９,４００円
⑧所得割課税額
　397,000円以上

3歳未満

保育標準時間 保育短時間

０円 ０円

９,０００円

１９,３００円

２９,６００円

４３,９００円

６０,１００円

７８,８００円

９,０００円

１９,５００円

３０,０００円

４４,５００円

６１,０００円

８０,０００円

１０４,０００円 １０２,４００円

保育認定を受けた子どもの

利用者負担のイメージ（月額）

※右記の金額は国が定めた上限額です

（実際にかかる費用が限度額となります）＊1

所得の階層ごとに保育料が

設定されます。
 階層区分の条件などは
 自治体ごとに異なります

保育が必要な時間により、

保育標準時間（１１時間）と

保育短時間（８時間）の

２つの区分に分けられます。

保育料上限額

保育料の上限額は、おおむね現行の私立幼稚園・保育所の

実質的な利用者負担の水準と同程度としています。 幼稚園や保育所、認定こども園などをきょうだいで利用する場合、

最年長の子どもから順に２人目は半額、３人目以降は無料となります。

幼稚園
第１子

A世帯

保育所

B世帯

0歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 小１ 小２ 小３ 小４
（年長）（年中）（年少）

第２子

半額

0.5

第３子

無料

0.0

第２子

半額

0.5

第１子

全額

1.0

第３子

無料

0.0

1.0

小１以上はカウントしない

小４以上は
カウントしない

２歳以下は
カウントしない

※ただし、第１子が年少から小学校３年ま
での範囲外になった場合（成長して小４
以上になった場合）は、それまで第２子
だったお子さんを第1子とカウントします。

※ただし、第１子が小学校就学前の範
囲外になった場合（成長して小１以上に
なった場合）は、それまで第２子だった
お子さんを第1子とカウントします。

＊1：保育料は実際にかかる費用が限度額となりますので、例えば実際に子どもの保育にかかる費用が50,000円の場合、
　　⑥〜⑧の階層に該当する場合であっても、50,000円が保育料の上限となります。

一旦、一律の保育
料を支払った後、
就 園 奨 励 費 等で
キャッシュバック

新制度導入前

低 所得 高

市町村ごとに定め
る所得に応じた保
育料を支払う

新制度導入以降

低 所得 高

前年度の市町村民税額に基づく保育料

4月 5月 6月 7月 8月 11月 1月 3月

当年度の市町村民税額に基づく保育料

10月 12月 2月
9月

　内の数値は、第１子の保護者負担を　　とした場合の負担割合

※認定こども園の場合、教育標準時間認定を受ける子どもについては幼稚園と、保育認定を受ける子どもについては保育所と同様になります。

※小規模保育を利用する場合、保育所と同様になります。　
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